
年 7 月 日
年 月 日

対象（誰、何を対象としているのか）＊人や自然資源等

A

B

C

意図（この施策によって対象をどう変えるのか）

52.3

１８年度（実績）

55.9

14.7

１８年度（実績）

202,983

123,575

425

57.7

57.7

62.0

24.0

50.0

82.0

58.5

43.0

34.3

84.8
76.8

80.2

60.0

47.4

22.0

18.6

56.0

施策№

2

12

第２章

施　策　名

災害による被害を最小限にするために、河川等の危険箇所の解消が図られており、消防防災体制も充実して
いる。また、市民は、防災に対する意識が高く、災害に対する備えができている。

　　　　目指目指目指目指すすすす成果成果成果成果（平成２６年の状態）

１１１１．．．．施策施策施策施策のののの対象対象対象対象とととと対象指標対象指標対象指標対象指標

1９年度（実績）

Ａ：避難所を知っている市民の割合が平成1８年の値（基準値）で、５０％に到達していなかったため、向上させる
Ｂ：地震対策をしている市民の割合が平成1８年の値（基準値）で、１３．８％と低かったため、向上させる
Ｃ：自主防災組織の組織率を目標年度（平成２６年）に全国平均約７０％に近づくように向上させる。
Ｄ：主要な河川整備は確実に進捗しているが、現在、河川改修している路線を平成２８年度までに完成を目指すことで浸
水危険箇所の減少、解消を図る。
Ｅ：急傾斜地などの土砂災害危険地区の解消率が、約半分位しかなかったため、今後は、地元調整をしながら危険地区
解消の向上を図る。

成果指標設定の考
え方（成果指標設

定の理由）

目標設定の考え方
（平成２６年度）

成果指標の測定企
画（実際にどのよう
に実績値を把握す

るか）

Ａ，Ｂ：市民意向調査結果による
Ｃ：当該年度末における自主防災組織率
Ｄ：当該年度末における河川整備の実施延長実績
Ｅ：当該年度末における急傾斜斜面カルテによる実施済戸数実績

Ａ，Ｂ：市民がどれぐらい災害時の避難所、避難場所を知っているか、またどれぐらい地震対策を行っているかが、市民
の防災意識、防災の備えにとって重要な指標である。
Ｃ：災害時に被害を最小限にするためには、地域住民による自主防災組織をつくり、平常時から訓練等を行い災害に備
えておくことが重要であるため、自主防災組織率を指標とした。
Ｄ：平野部は低平地で排水が悪いので、内水排除対策と河川改修等の基盤整備を進めることの指標として、河川整備延
長見合いでの氾濫防止面積(485,000㎡)の割合で解消率を算定し、指標とした。
Ｅ：山間部では、急傾斜地など土砂災害危険箇所が多いため、災害防止策を進めるための指標として、危険家屋個数
(892戸)に対する対策済戸数の割合で解消率を算定し、指標とした。

一番ヶ瀬　昭広

関　係　課　名 都市政策課、河川砂防課、建築指導課、道路整備課、北部建設事務所、南部建設事務所

施策統括課

課　長　名
（施策統括責任者）

分野総合
計画
体系

消防防災課地域で安心して生活できる社会の実現

防災・危機管理対策の充実

252011

平成平成平成平成 年度年度年度年度

作成日

更新日

23232323

２６年度（目標）

市民、河川・急傾斜地等における危険箇所

115,785 112,819 103,568 95,955

236,057人口 236,711

氾濫防止面積

232,196

87,430 19,885

235,317

２０年度（実績） ２１年度（実績） ２２年度（実績） ２３年度（目標）

385 380 370

235,692 236,357

単位

人

㎡

対象指標

414

成果指標 単位 1９年度（実績）

２２２２．．．．施策施策施策施策のののの意図意図意図意図とととと成果指標成果指標成果指標成果指標

347

２０年度（実績）

392急傾斜地災害の危険家屋数 戸

２１年度（実績）
２２年度（目標）
　　　　　（実績）

２３年度（目標） ２６年度（目標）

30.0

65.0

％ 14.1

％ 20.6 28.6

18.016.0

21.2

65.0A
近所の避難場所・避難所
を知っている市民の割合

60.8％ 54.354.6

河川整備による氾濫防止
面積の解消率

％ 76.7

B
非常持ち出し袋の準備や室内
の地震対策をしている市民の
割合

C 自主防災組織率

74.5

61.1

・市民の防災に対する意識を高め、普段から地域での協力体制の構築や災害時の備えができるようにする。
・災害発生時に備えて、消防防災体制の充実や、河川や急傾斜地等の危険箇所の解消を図る。

95.9

E
急傾斜地対策事業による
危険箇所解消率

％ 53.6 56.8

78.7D



（１）時系列比較（総合計画の基準値と現状の比較） （２）近隣との比較 （３）市（役所）の裁量余地の大小

（比較対象自治体名： 久留米市 ）

成果がかなり向上した。 近隣と比べてかなり高い水準である。 裁量はかなり大きい。

成果がどちらかといえば向上した。 近隣と比べてどちらかと言えば高い水準である。 裁量はどちらかといえば大きい。

成果はほとんど変わらない。（横ばい状態） 近隣と比べてほぼ同水準である。 裁量はどちらかといえば小さい。

成果がどちらかと言えば低下した。 近隣と比べてどちらかと言えば低い水準である。 裁量はかなり小さい。

成果がかなり低下した。 近隣と比べてかなり低い水準である。 裁量余地なし。

５５５５．．．．施策施策施策施策のののの前年度成果結果前年度成果結果前年度成果結果前年度成果結果のののの振返振返振返振返りりりり

４４４４．．．．施策施策施策施策のののの成果水準成果水準成果水準成果水準とそのとそのとそのとその背景背景背景背景（（（（近隣他市近隣他市近隣他市近隣他市やややや以前以前以前以前とのとのとのとの比較比較比較比較、、、、特徴特徴特徴特徴、、、、そのそのそのその要因要因要因要因とととと考考考考えられることえられることえられることえられること。）。）。）。）

・近年、市域全体が被災するような大災害に見舞
われたことがないことも、住民の防災に対する意
識が低い要因の１つと考えられる。

・河川改修は国県の補助制度により計画的に危
険箇所の解消ができる。
・急傾斜地対策は、一定の条件のもとに地元の協
力、調整ができれば、危険箇所解消ができる。
・防災情報の提供、啓発は自治体の取組みで実
施できる。

＊上記の背景と考えられること。 ＊上記の背景と考えられること。＊上記の背景と考えられること。

・計画的に河川改修を実施しているが、まだ浸水
箇所解消には至っていない。
・急傾斜地対策を進めており、少しずつ危険箇所
が解消されている。
・住民の防災意識は少しずつ高まっているが、ま
だ十分ではない。

・住民の少子・高齢化、地域の連帯感の希薄化
・山間地域の過疎化の進行
・自主防災組織の育成・強化（法・国県の指導）

③この施策に対して住民（対象者、納税者、関係者）、議会からどんな意見や要望が寄せられているか？また、その意見・要望にどう対応するのか？

・災害情報の迅速な提供　　　　：　デジタル防災行政無線や多様な手法により、迅速な情報提供を要望されている。
・自主防災組織の育成支援　 　：　職員出前講座の実施や自主防災組織に対する助成制度を20年度から設け活動の支援を行っている。
・危険箇所の早期解消　　　　　 ：　受益者の要望に応じ、順次解消に努めている。
・河川整備の早期進捗　　　　　 ：　財政的な問題もあって早期進捗はできていない。
・議会からの要望や意見　　　　：　一般質問に取り上げられる機会が多く、防災・危機管理対策に高い関心を持たれている。

・住民は、災害に備えて日頃から地域ぐるみで災害時に助け合う体制を整備する。
・住民は、災害時には地域でお互いに助け合って防災活動に取り組む。
・住民は、災害に備えて飲料水や非常食などを備蓄し、家屋の耐震補強や家具の転倒防止など自分の身を守る対策を実施する。
・住民は、防災関係機関が実施する防災活動、防災訓練、講習会等に参加する。
・住民は、急傾斜地対策事業に協力する。

イ）行政の役割（市がやるべきこと、都道府県がやるべきこと、国がやるべきこと）

・行政は、防災訓練や職員出前講座などを開催し、住民が防災についての知識を学ぶ場を提供する。
・行政は、住民に危険箇所や避難所などの防災情報を提供し、防災意識の高揚に取り組む。
・行政は、道路、河川、急傾斜地などを整備し、危険箇所の解消を図る。
・行政は、災害時に備えて非常食などの備蓄を進める。
・行政は、災害時に備えて防災無線の整備を図る。

②施策を取り巻く状況（対象者や根拠法令等）は今後どのように変化するか？

施策評価表施策評価表施策評価表施策評価表シートシートシートシート２２２２

①この施策の役割分担をどう考えるか（協働による住民と行政の役割分担）

ア）住民（事業所、地域、団体）の役割（住民が自助でやるべきこと、地域やコミュニティが共助でやるべきこと、行政と協働でやるべきこと）

３３３３．．．．施策施策施策施策のののの特性特性特性特性・・・・状況変化状況変化状況変化状況変化・・・・住民意見等住民意見等住民意見等住民意見等

評評評評
　　　　
　　　　
価価価価

達成度（単年度目標） 達成している

妥当性（構成事業見直し） 現行の体系でよい

経済性（費用対効果） ○ 妥当な水準である

概ね達成 ○ 達成していない

妥当ではない

○ 一部見直しが必要 大幅な見直しが必要

一部妥当ではない

６６６６．．．．施策施策施策施策のののの現状現状現状現状のののの課題認識課題認識課題認識課題認識

【現状】
１．佐賀市では平成２０年６月、平成２１年７月及び平成２２年７月の集中豪雨による水害で、市民の災害に対する危機意識が高まってきて
いるはずであるが、調査結果は、防災に関する意識が低い状況となっている。併せて、災害時における役割についても、行政がやるべきこ
と、市民が（地域が）やるべきことを十分に理解してもらっていない。

２．近年、地球温暖化の影響もあり短時間に大雨が集中的に降ることが頻発しており、集中豪雨による土砂災害、床上、床下浸水などの災
害が起きていることから、佐賀市においてもこれまで以上に大雨に備えて治山・治水事業に取り組む必要がある。

３．市街地の浸水軽減対策として市街地排水を一手に引き受ける「佐賀江川」の容量を確保するため、平成２１年から平成２３年にかけて
国・県の機関や農業・漁業関係者と協議を重ね、水門やポンプ施設の迅速な連携操作等、既存施設を活用した緊急対策や、中長期的な対
策を検討している。平成２２年の梅雨時期には、国県との連携操作対策により市街地の浸水防止に一定の効果があった。

４．防災行政無線については災害時の情報伝達の手段として新たに整備し直すものであるが、音声だけでなく時代に即応した多様な手法に
より情報伝達を行う手段として整備を図るため、早期に計画策定を終えることが課題である。

横ばい 減少している

評評評評
価価価価
理理理理
由由由由

達成度　：　成果指標の実績が目標に達していないため。
妥当性　：　成果指標が目標に達していないので一部見直しが必要と考えている。
経済性　：　市民の安全を守るために必要な事業に必要な費用をかけているため。
必要性　：　近年、集中豪雨による水害が発生しているため必要性は増加している。

必要性（市民・社会ニーズ） ○ 増加している



●次年度方向性の考え方

中

・国民保護計画策定事業
・河川改修整備促進事業

　防災・危機管理対策は、市の責務として取り組まなければならない重要な施策であるが、平成２３年３月１１日の東日本大震災を受け、その重要性は
更に大きなものとなっている。
　このため、防災･危機管理対策全般の見直しを行い「住民の生命･財産を守る」ことを目的に、緊急時の対策として、避難所に関する物品の整備や防
災行政無線については、平成２３年度中に実施計画を策定し、市全域での整備を推進していく。また、自主防災組織の結成を促進するために、今まで
以上に自治会等への働きかけを行う。
　このほか、本市特有の災害対策として、治水対策については、市街地内の雨水排水機能の整備が急務であり、特に、佐賀駅周辺の浸水軽減対策に
取り組む必要がある。

施策評価表施策評価表施策評価表施策評価表シートシートシートシート３３３３
７７７７．．．．施策施策施策施策のののの課題解決課題解決課題解決課題解決のためのためのためのため今後今後今後今後のののの取取取取りりりり組組組組みみみみ

【取り組むべき課題】

１．３月１１日の東日本大震災により、市民の防災意識の高揚を図るため、講演会･出前講座等を開催し、多くの市民の意識啓発に努める。
２．災害時における自助、共助･自助の役割を認識してもらい、自主防災組織の育成を支援する。
３．デジタル防災行政無線の実施設計を行うなかで、多様な情報伝達手段を検討し、早期に防災行政無線の整備を図る。
４．市街地内のネック箇所及び浸水状況把握に努め、排水機能向上のための効果的な整備を進める。
５．コスト縮減に努め、河川の早期改修を図る。
６．急傾斜地危険箇所の周知を図り解消促進に努める。

大 中 小

・防災車導入事業
・嘉瀬川ダム残土処分場事業
・嘉瀬川ダム対策協議会関係事業
・嘉瀬川ダム建設推進活動事業
・嘉瀬川ダム水没地内環境保全事業

小

９９９９．．．．構成事務事業構成事務事業構成事務事業構成事務事業のののの次年度次年度次年度次年度のののの方向性方向性方向性方向性

・防災対策事業
・水防対策事業
・常備消防負担金
・消防団員管理事業
・消防施設等整備維持管理事業
・防災訓練

・デジタル防災行政無線施設整備事業
・消防水利整備事業
・自主防災組織育成助成事業
・防災備蓄品整備事業
・公共下水道雨水幹線整備事業
・急傾斜地対策事業
・準用河川地蔵川改修事業
・準用河川城東川改修事業
・都市基盤河川三間川改修事業
・排水ポンプ設置事業（きめ細やかな交付金事業）

・浸水軽減対策事業

向上

事務事業の成果向上余地

８８８８．．．．構成事務事業構成事務事業構成事務事業構成事務事業のののの成果優先度成果優先度成果優先度成果優先度（（（（施策成果施策成果施策成果施策成果にににに対対対対するするするする事務事業事務事業事務事業事務事業のののの成果成果成果成果））））

・デジタル防災行政無線施設整備事業
・消防水利整備事業
・自主防災組織育成助成事業
・防災備蓄品整備事業
・公共下水道雨水幹線整備事業
・急傾斜地対策事業
・準用河川地蔵川改修事業
・準用河川城東川改修事業
・都市基盤河川三間川改修事業
・排水ポンプ設置事業（きめ細やかな交付金事業）

・浸水軽減対策事業

・防災対策事業
・水防対策事業
・常備消防負担金
・消防団員管理事業
・消防施設等整備維持管理事業
・防災訓練

・水防センター維持管理事業
・河床・護岸の維持補修事業
・河川水路の浚渫伐採事業
・公共下水道雨水管渠維持事業
・公共下水道八田雨水ポンプ維持管理事業
・樋門樋管操作委託事業
・法定外公共物境界等資料電子データ化事業
・公有水面等管理事業
・河川水路占用調査事業
・転落防止柵設置事業

施
策
目
的
に
対
す
る
目
的
直
結
度

・水情報システム更新事業

大

減少 維持 増加

事　務　事　業　の　コ　ス　ト

減少

事
務
事
業
の
成
果

維持

・嘉瀬川ダム残土処分場事業
・嘉瀬川ダム水没地内環境保全事業

・国民保護計画策定事業
・水防センター維持管理事業
・河床・護岸の維持補修事業
・河川水路の浚渫伐採事業
・公共下水道雨水管渠維持事業
・公共下水道八田雨水ポンプ維持管理事業
・樋門樋管操作委託事業
・法定外公共物境界等資料電子データ化事業
・公有水面等管理事業
・河川水路占用調査事業
・転落防止柵設置事業
・河川改修整備促進事業



１０１０１０１０．．．．施策施策施策施策コストコストコストコストのののの実績実績実績実績

単位

本数

千円

千円

千円

円

円

円

１１１１１１１１．．．．経営戦略会議経営戦略会議経営戦略会議経営戦略会議でのでのでのでの指摘事項指摘事項指摘事項指摘事項

　■実績水準総合評価 　■採点結果（経営戦略会議・市民意向調査）
（28点満点）

・18年度評価 16.58 ・実績水準総合評価（28点満点） 14.19

・重要度総合評価（14点満点） 11.67

・19年度評価 17.55 ・今後のコスト水準（10点満点） 7.33

・市の裁量余地の大小（10点満点） 7.61

・20年度評価 16.33

※経営戦略会議調整

・21年度評価 14.57    なし（採点結果どおり）

・22年度評価 14.51 参考：H23方針

成果向上・コスト維持

　■平成２４年度方針

対象（受益者）１単位あたりもしくは市民１人あたりの施策の
⑤事業費（定義式：　　　　　②　　　/ 住基人口    236,357人）

同
⑥人件費（定義式：　　　③　　/住基人口    236,357人　）

施策トータル
コスト

①本施策を構成する事務事業の数

②事業費（事務事業の事業費合計）

③人件費

④トータルコスト（②＋③）

平成２２年度実績

34

4,178,304

35

4,181,773

1,128

18,820

1,138

18,866

施策評価表施策評価表施策評価表施策評価表シートシートシートシート　　　　４４４４

268,193

4,446,531

17,728

266,520

4,448,293

17,693

平成２１年度実績

4,541,320

18,176

平成２０年度実績

31

同
⑦ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ（定義式：　　　④　　/　住基人口    236,357人　）

項　　目

19,053

877

4,332,187

209,133

効率性指標

向上

維持

低下

低下 維持 向上

成
　
果

コスト

向上

維持

低下

低下 維持 向上

成
　
果

コスト


